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【はじめに】

　2021年1月24日投票の予定で山形県知事選挙が行われます。

今回の知事選挙は山形県政が地方政治の原点である住民の命とくらし・営業を守るために引き続きその役割を果たし、さらに発展させるのか、自民党型県政の復活を許して自己責任を押し付ける冷たい県政に逆戻りするのかが問われる大事な選挙です。

　菅義偉氏を首相とする新政権が発足しましたが、菅首相が国の政治の在り方について繰り返し述べているのは「安倍政権の継承」と「自助・共助・公助」です。しかし、7年8か月に及ぶ安倍政権は内政、外交、政治モラル、新型コロナ対策などあらゆる面で行き詰まりがあらわになるもとで、自らの病気を理由に辞任に至りました。

　いま、政治がなすべきことは行き詰った「安倍政治」の継承ではなく「安倍政治」の転換であり、「負の遺産」の一掃です。
　菅首相が「政治理念」としてあげた「自助・共助・公助」なるものは本来の政治の仕事である公的責任を放棄し、それに代わるものとして「自助」—自己責任を押し付けるむき出しの新自由主義のスローガンです。

　政治の仕事は「公助」－くらしをまもり、よくする「公」の責任を果たすことです。新型コロナ危機の体験を通じて明らかになったのは人間は一人では生きていけない、社会の力で支えることがどうしても必要であり、とりわけ国や県をはじめ自治体などの公の支えが不可欠だということです。

　国が政治の責任を放棄しようとしている中で、県政が国の姿勢を変えるよう繰り返し声をあげながら、県民の切実な声にこたえる県政を発展させることが重要です。

　日本共産党山形県委員会は、3期12年間、県民の命とくらしを守る立場で奮闘してきた吉村県政に対しては、積極的な施策を評価し、問題点は率直に指摘し批判と対案を示してきました。

　新型コロナ危機から命とくらしを守り、おおもとの新自由主義の自己責任を求める菅政権を終わらせるためにも、山形県で「県民が主人公」の立場で、だれ一人として取り残さない県政への発展は不可欠です。

　そのために吉村美栄子知事との政策協議を求め、吉村県政のこれから4年間のさらなる前進をめざして以下のとおり、12年間の評価と今後の政策を提案します。

　

【1、吉村県政の12年と今後の課題】

―前進面をさらに前へ、「県民が主人公」の県政の発展をめざします

　日本共産党山形県員会は、2009年1月の山形県知事選挙にあたり、吉村美栄子氏と話し合い、一致点を確認し、吉村氏を支持しました。

１）一期目の吉村県政　

　当選した吉村知事は、確認した一致点について具体化を実行してきました。就任後、「私は、政治と行政の最も重要な役割は『県民の皆さまの生命（いのち）と生活を守ること』だと考えております」(同年2月16日)、と語り、2010年に策定した長期計画には「市場主義の徹底や構造改革の進展ともあいまって県民の暮らしに重大な影響を及ぼしている」との認識を示し、個別政策おいても、少人数学級編制は、前県政が持ち込んだ中学1年の少人数授業と少人数学級との選択制をやめ、中学１年生から3年生まで全学年で少人数学級編制を段階的に実施。乳幼児医療は、6歳までの通院対象を小学3年生に、入院対象を中学3年生まで広げ(2020年現在)、所得制限も撤廃、制度拡充をしました。私学助成については、私立高校一般補助金補助率43％を50％まで拡充し、全国3位(2015年水準)となりました。私立高校への授業料軽減補助も年々、拡充してきました。政治姿勢でも、国が進める労働者派遣法の見直しについて、批判的姿勢(2009年7月予算特委)を示していました。

　2011年の東日本大震災では、隣県の避難者を積極的に受け入れ、知事自ら避難者の生の声を聴き、避難者支援に要した費用は東京電力に賠償請求するなど評価できる対応を取りました。

２）二期目の吉村県政

　2期目も、上記の施策が基本的に引き継がれ、医療・福祉分野においてさらなる施策の充実が行われました。具体的には「県立保健医療大学における看護学生定員増」「看護師・介護士・保育士などの修学資金貸付制度の創設、拡充」「ひとり親家庭支援」「子どもの貧困対策」「放課後児童クラブ推進事業費の拡充(障がい児受入れ支援)」「奨学金返還支援制度の創設」「住宅リフォーム助成制度の継続」「特別支援学級の定員を8人から6人に」などがあります。また県民の要望に応え1億円規模の「生活困窮世帯への灯油購入費助成（福祉灯油）の実施」や米価下落対策として総額3.4億円の「水稲の種子代金の一部購入補助」(2015年)を行い、県民から好評を得ました。
３）三期目の吉村県政

3期目は、上記の施策が基本的に継続され、子どもの貧困対策に資する施策や中小企業対策・非正規雇用対策の前進がありました。

　子どもの貧困対策に資する施策としては、「放課後児童クラブ多子世帯・低所得世帯に対する利用料軽減事業」創設や「私立高校授業料軽減事業」の拡充、「児童養護施設入所者等への私学入学金・車の免許費用の拡充」などです。高校進学を期にお金を借りなければならない家庭が少なくなりつつあることが、公的貸付実績からも明らかになっています。

　知事は、非正規雇用労働者について「富裕層と貧困層との二極化がどんどん進んでいきますと、社会として望ましくない」（2017年2月15日臨時記者会見）との認識のもと、同年に「非正規雇用労働者の正社員化・所得向上を総合的に支援する事業」を実施。併せて中小企業対策として「中小企業スーパートータルサポート補助金」の制度を創設をしました。その後「小規模事業者へ助成」の制度拡充も行われました。

　また、「都市部と地方の所得格差の拡大が人口流出を招いている」とし、小規模事業者支援とあわせた最低賃金の「ランク制度の見直し」や「全国一律の適用」という全国的に見ても重要な提案を国に行いました。
　他にも、「福祉灯油」の年度当初からの予算化、東北初の受動喫煙対策条例の制定や全国4番目の種子条例制定など積極的な施策がなされました。

４）新型コロナ対策の積極的成果

2020年に新型コロナ感染対策では、積極的な県独自施策を行っています。全国知事会男女共同参画プロジェクトリーダーを務める吉村知事は、「男女共同参画の推進に向けた提言」などを行いました。新型コロナ感染症拡大によって、社会機能の維持に必要な職種に、女性が多く従事していることが明らかになったとして「医療・保育・介護分野等におけるセーフティネットの充実・強化」をあげ、全国一律最低賃金実現と中小企業、小規模事業者への支援を提案しました。吉村知事は全国的に見ても貴重な役割を果たしています。
　コロナ禍で国の支援が乏しく苦境に陥っている学生への支援米の支援や国から支援対象から外された「児童関係施設職員への5万円の慰労金」の支給、国からの病院経営への支援が乏しい中で「民間の病院に50万円、診療所に30万円の支援金」の支給をしました。全国でも先進的な施策に他県からの問い合わせが相次ぎ、学生からは「ありがたい。助かる」との感謝の声が寄せられています。また、コロナ禍で苦境に立たされ、離職を余儀なくされた県内労働者に5万円を支給し、コロナ禍で特に影響が大きいとされるひとり親世帯に3万円の応援金を支給。就労継続支援Ｂ型事業所を利用する障がいのある方に5千円の支給、中小企業支援として、事業者支援と感染拡大防止を統一した「新生活様式金」、「無利子・保証料ゼロ」などの破格の対応をしました。

　吉村知事は9月議会で日本共産党の関県議の質問に答えてコロナ禍の教訓として、①我が国の人口が大都市圏など特定の地域に偏り、感染リスクの高い脆弱な構造。人口の地方分散を進めなければならないこと。②必需品であるマスク消毒液などの医療用資機材を海外に頼らざるを得ず、国内県内で製造できるように産業構造を変えなければならないこと。③国民のカロリーの63%を外国に依存している非常に危険な状況で食料安全保障の観点からも、食料自給率向上に向け食料生産基盤の農業振興策を強化が必要なこと。④将来必ず感染症の大流行が発生する。それに備えた適切な医療提供体制整備が不可欠と4点を挙げたことはコロナ禍の対応について優れた見識を示したものとして評価できます。
５）「県民を守る防波堤」の役割についての問題点

　こうした評価できる積極的施策の一方で、県政に「国の悪政から県民を守る防波堤としての役割」を求める立場から問題のある施策や対応があります。

教育施策では県独自の学力テストが2016年度から実施され、受験競争の低年齢化などの問題がある中高一貫校設置など、子どもたちの学力向上の名のもとに競争をあおる方向が強くなっておりその転換が求められます。

　また、厚生労働省の地域医療構想による病床削減や介護保険サービス抑制施策など国の社会保障抑制の影響による施策も進められました。「ダムによらない治水対策を求める」住民の声を強引に押し切った最上小国川ダム建設、在来線の存廃や県の膨大な費用負担が懸念される奥羽、羽越新幹線のフル規格化の推進キャンペーンなど、県民合意が不十分なまますすめられた、今後の検討が求められる政策課題があります

６）「東海山形学園問題」と情報公開問題についての見解
先の9月議会で、学校法人は東海山形学園の「財務管理」と県の監督責任、およびこれに関連する「情報公開問題」が本会議で取り上げられ、吉村知事や県の担当部局との質疑が多くの県民の関心を呼びました。

私たちは、この問題についての県議会の質疑応答と関係者の主張を慎重に検討しました。その結果として以下の見解を明らかにします。

①これまで明らかになった事実関係からは、問題の発端となった学校法人の理事長と理事長が社長をしている企業への「融資」によって、県の財政に問題が生じたことは確認されていない。しかし県の、私立学校の財政運営に対する指導監督と情報公開についての対応には、不適切な部分があったと言わざるを得ない。

②東海山形学園は、今後こうした問題が起きないよう、公共性の高い学校法人としての立場を一層自覚して、自主的に透明性のある学校運営に努めることを期待する。

③県は、これまでの情報公開に対する対応を再検証し、「非公開とする場合は、具体的理由を示すようにする」など、真に県民に開かれた情報公開となるよう新たな指針を検討することを求める。

以上みてきたように、日本共産党は吉村県政の12年間に対して、「是々非々」の立場で、積極的施策には評価・協力し、推進をはかる立場で臨み、問題点は率直に指摘してきました。

その立場から、4期目にあたり吉村県政が一貫して追求してきた“県民の命とくらしを守り、国の悪政から県民の防波堤”としての役割を総合的に評価し、問題点の検討を求めながらも引き続き県政の前進を強く望むものです。

日本共産党山形県委員会は　吉村県政に対する以上の評価に立って、今後4年間の県政の発展をめざし、今後の県政運営について以下の提案を行い、その実現にむけて全力をあげる決意です。

【２、今後の県政発展に向けた「コロナ対策の緊急提案」と「5つの提案」】
　新型コロナ感染症対策は喫緊の課題－緊急提案　　

――コロナ感染拡大防止の最重要課題として、検査と医療を抜本的に拡充する

　政府は、「感染拡大防止と、社会・経済活動両立」を強調しています。この両者を両立させる最大のカギは、検査と医療の抜本的な拡充です。

　各地の自治体が、濃厚接触者に限らない無症状者への積極的検査や、医療機関や介護施設への社会的検査に乗り出していますが、これらを行政検査として行う場合、費用の半分が自治体負担となることが、検査推進の足かせとなっています。全国知事会も要求する「全額国庫負担による検査」の仕組みが必要です。

〇地元のかかりつけ医・診療所が検査を行う体制がスタートしました。検査を行う施設を確保するために、駐車場でのテント設置など院内感染を防止するための取り組みへの十分な助成を行うとともに、診療所の経営への徹底的な財政的支援を行います。

〇医療機関、介護・福祉施設、保育園、幼稚園、学校、学童クラブなど、クラスターが発生すると多大な影響が出る施設等への「社会的検査」を行います。

〇ＰＣＲ等検査の自治体負担をなくす、国の全面的な財政措置を求めます。

〇新型コロナとインフルエンザの同時流行に備え、万全の体制をとります。

――コロナによる減収の補てんをおこない、医療危機の打開を
　医療体制の強化が必要な時に、病院の"コロナ経営危機"と医療従事者の"コロナ賃下げ"を引き起こした政治の責任は重大です。感染拡大による「医療崩壊」の前に、国の制度と政策の不備による「医療崩壊」が起こりかねません。

〇医療機関への減収を補てんする支援を国に求めます。感染防護具や医療用器材を国の責任で現場に届けることを求めます。

〇地域医療構想による公立・公的病院の統廃合・病床削減を中止します。

〇介護・福祉施設についても、利用抑制による減収の補てんを行い、感染防護具を国の責任で確保を求めます。

――保健所、衛生研究所の体制を抜本的に強化する

　無症状や軽症の感染者を着実に発見・保護していくには、感染追跡を専門に行うトレーサーが不可欠です。保健所は、この間のコロナとのたたかいで疲弊し、母子保健、自殺予防、難病・精神障害対策など、感染症対策以外の業務への影響が懸念されます。

〇退職者の活用や臨時の配置を含め保健所の緊急の体制強化を行うとともに、抜本的な対策として、保健所の増設や恒常的な保健師等定員増に踏みだします。国に恒常的な財源を求めます。

〇国立感染症研究所実地疫学専門家養成コース（FETP）の修了生を県内に配置し感染症危機管理体制を充実します。

〇健康の社会的決定要因（SDH）について研究し、地域の健康問題・健康格差の解決を図れる保健所をめざします。

〇県衛生研究所の研究機能の充実・体制強化を図ります。国に法的位置づけを求めます。

――医療・介護・障害福祉・保育――ケア労働を担う働き手の処遇を改善する

　医療、介護、障害福祉、保育など、ケア労働を担う働き手の処遇を改善する改革が必要です。ケア労働を担う人たちの処遇は、政府が決める診療報酬・介護報酬などの"公定価格"で決まっています。政府がやる気になれば、すぐにも待遇改善は可能です。

〇削減・抑制されてきた診療報酬の増額、地域医療を支える医療機関への公的支援を強めます。養成数拡大などで医師・看護師を抜本的に増やします。医療従事者の過酷な長時間労働是正を国に求めます。

〇「全産業平均より月10万円安い」とされる、介護・障害福祉・保育等で働く労働者の賃上げ・処遇改善を図るため、その際、国費による賃金への直接補助を求めます。介護報酬、障害福祉の報酬、保育単価などを抜本的に引き上げるとともに、それらを利用者の負担増に跳ね返らせないための財政措置を国に求めます。

――"コロナ差別"をなくす政治のイニシアチブを

　感染への不安から、感染者や医療従事者、その家族などに心ない中傷を投げつける風潮が起きています。こうした中傷は人権侵害であるとともに、感染の疑いのある人が名乗り出ることをためらわせるなど、感染防止を妨害します。差別と分断の拡大を食い止めるために、政治がイニシアチブを発揮することが必要です。

〇県として、差別・バッシングを許さないメッセージを強力に発信します。保健所などを中心に科学的な認識と人権意識の向上を図ります。

――雇用と事業を維持し、経済を持続可能にする政策を

コロナ危機を倒産と失業の悪循環に陥る恐慌にしてはなりません。「先行き」の見えない不安が広がり、「倒産・廃業が急増する」恐れがあります。中小企業の廃業・倒産と、リストラ・解雇、雇い止めなどの雇用危機が進行すれば、消費も益々縮小し大不況の悪循環に陥ります。コロナ禍を経済恐慌に深化させてしまうのかどうかの瀬戸際です。雇用と事業を維持し、持続できるように最大限支援することが、いま求められる最重点の経済政策です。

〇雇用と事業を持続させるためにすでに決められた支援が行きわたるようにすみやかに実施します。
〇政府の雇用調整助成金、休業支援金、持続化給付金、家賃支援給付金などを必要な人に速やかに支給するよう力を尽くします。

――リストラと大不況の悪循環を起こさないために

　130万人の非正規労働者が職を失い、多くが女性や若者という指摘もあります。さらに、上場企業の「早期・希望退職募集」が、８年ぶりの水準になろうとするなど、雇用不安は大企業の正社員にも広がっています。

〇「リストラ・雇い止め防止宣言」を行い、雇用危機を起こさないためにあらゆる施策を動員する政治姿勢を示します。

〇国にリーマンショックの時に実施した緊急雇用創出事業を求め、県としても雇用創出に総力を挙げて取り組みます。

〇政府が、派遣法の抜本改正やヨーロッパのような解雇規制法を制定するなど、雇用を守る労働法制の確立が必要ですが、それを待たずとも、あらゆる行政手段、政治的なアピールを通じて、解雇・「雇い止め」抑止を行うよう求めます。

〇雇用調整助成金の特例措置の延長・拡充を国に求めます。失業給付上限を雇用調整助成金の特例に合わせた引き上げ、給付期間の延長など、失業者への対策の強化を国に求めます。持続化給付金は一回限りとせずに、コロナ収束まで事業を維持できるよう継続的支援を国に求めます。

――「Ｇｏ　Ｔｏ　キャンペーン」の抜本的見直しを
　「Ｇｏ　Ｔｏ　キャンペーン」は、もともと感染収束を前提にした事業でした。(1)感染拡大の危険があり、(2)全国一律の制度の弊害があり、(3)一番苦しんでいる中小・小規模事業者に支援が届かないなど、さまざまな問題点が指摘されています。

〇施策のあり方を全面的に検証し、中止を含め事業を抜本的に見直すように求めます。中小・小規模事業者にも行き届く制度に改善を求めます。

〇外食・観光消費の低迷は、米価暴落など第１次産業にも及んでおり、国による米の買い入れをはじめ畜産、漁業を含めた支援の強化を求めます。

〇県としても農林漁業者を直接支援する制度の継続・拡充を図ります。

――貧困・生活困窮に追い込まないための支援強化を

　コロナ危機は、とくに低所得の人たちにきびしいくらしを強いています。

　国の貸付金（緊急小口資金、総合支援資金）の利用者は、過去最高となっています。長期化・深刻化する中で返済免除や貸付の増額などの拡充、期間の延長が必要です。

〇生活困窮者向けの貸付金の返済免除制度の拡充、住居確保給付金の支給期間（最大9カ月）の延長などを国に求めます。

〇「生活保護の申請は国民の権利」であることを自治体・福祉事務所はもとより広く周知徹底し、必要なすべての人が利用できるようにします。

――消費税の緊急減税・免除を行う

　消費税の減税は、新型コロナの犠牲を一番深刻な形で受けている所得の少ない人への効果的支援になるとともに、中小企業の事業継続への重要な支援策になります。もともと多くの中小企業は消費税の転嫁ができず「自腹を切って」納税してきましたが、コロナ危機の中で、転嫁と納税はさらに困難になっています。政府も、経営困難な事業者への19年度分の「納税猶予」を行っていますが、今年納税できない事業者が来年4月に「2年分」を納税できる条件はありません。

　消費税減税や社会保障などの財源は、応能負担の原則をつらぬいて確保することが必要です。富裕層や大企業への優遇を見直し、応分の負担を求めることは、所得の再配分という経済の持続可能な成長にとって不可欠な仕組みであり、格差拡大と社会の不公正を正すために避けて通れない課題です。

〇消費税率を緊急に5％に引き下げることを国に求めます。

〇経営困難な中小業者には、2019年度と2020年度分の消費税の納税を免除することを国に求めます。
――未来を担う子どもと学生に、学びを保障し、生活を支える支援を

　子どもたちは、長期にわたる休校をはじめコロナ禍で大きなストレスを抱えており、学びと成長への抜本的な支援が必要です。学生は、大学のキャンパスにさえ入れず、バイトもできず、2割が「退学を考える」という事態になっています。

　コロナ禍において少人数学級の実現は急務であり、国に求めるとともに県独自でも教員を増やして更に前進させることは待ったなしです。

〇義務教育標準法、高校標準法の改正を求め、正規教員を配置して少人数学級をすすめます。必要な教員を確保するために、処遇改善、長時間労働解消のための施策を徹底し、教員免許更新制廃止を国に求めます。

〇20人学級を国に求めるとともに、県独自でも教員を増やし「多人数単学級」を直ちに解消することなどさんさんプランをさらに前進させます。

〇学校再開後も小中高生の７割がストレスを感じているという調査もあり、子どものケアは引き続き重要です。「詰め込み」に走ることなく、子どもの心に寄り添った学習計画と学校運営を行います。

――大学や専門学校での対面授業拡大への財政的支援と学生生活の支援を

〇対面授業をはじめ大学での学びと交流を安全に実施できるよう、ＰＣＲ検査や消毒、換気設備の設置など大学等の感染症対策に必要な財政支援など感染症対策を国に求めます。

〇学生支援緊急給付金は要件が厳しく、ほとんどの学生が「何も受給していない」（大学生協連調査）状況であり、要件緩和と規模の拡大など経済支援の抜本的拡充、国の責任で授業料の一律半額免除を国に求めます。県立大学の授業料の一律半額免除を行います。
第1の提案-―　県民にとって国の悪政の”防波堤”となる福祉と子育て、暮らし最優先の県政を

　政府は、高齢化などによる社会保障費の自然増分の削減を長年続けてきました。県の高齢化率は全国6番目で、その影響を大きく受けています。年金はマクロスライドで減らされる一方、介護保険料は上がり、施設に入所しようにも待機者がいるため簡単に入所できない現実があります。家族・親族に重く負担がのしかかっています。

　国がすすめる経済効率のみを優先する社会保障縮小の新自由主義の流れか、それとも個人を責任持って支えられるかが問われています。

１）医療の充実で、住み続けたい思いを大切にする県に

2017年度県政アンケート調査では「地域で暮らし続けて行くために重要なこと」の問いに「医療」（34.4％）が最も高くなっています。政府は、地域医療構想の名のもとに病床削減や病院の統廃合を押しすすめようとしています。病院の統廃合がすすめば、医師・看護師不足が解決する訳ではありません。山形県は医師少数県に指定され、産科・小児科医をはじめ医師確保は喫緊の課題です。看護職員は県看護職員需給推計でも2025年度に644人の供給不足になる見込みです。何よりも県内は公共交通機関が未発達のため、患者の通院が都市部より難しいものがあります。国民健康保険は、保険料負担率が16.8％（全国8位、平成29年度)と県民の低い所得を反映し、その負担が全国的に見ても重いものがあります。 
〇地域医療構想による病床削減は中止し、公立病院ついては、医師・看護師等の確保を推進し、感染症を始めとする医療ニーズに応えるために何より必要な体制拡充を進めます。

〇児童の精神疾患に対応する精神科医師をはじめ発達障害の診療をおこなう医師確保に努め、地域医療と連携します。

〇国民健康保険はさらなる国庫負担の増額を求め、保険料負担の軽減を図ります。統一保険料の強行は行いません。

〇健康増進対策、受動喫煙防止対策や保健予防活動などを進め、県民のいのちと健康を守ります。

２）福祉の充実で県民が安心して暮らせる県政に

　介護保険制度導入から20年がたち、国の社会保障抑制路線と相まって、その矛盾が一層深刻になっています。65歳以上の保険料(2018年度～)は、県平均月額6,022円で、2000年度の制度発足時(月額2595円)の2.3倍です。同時に様々なサービス抑制策も同時に進められています。介護労働者の平均賃金は全産業平均を下回り、長時間・過密労働がまん延し、深刻な人手不足、職員の高齢化をもたらしています。

　年金は、政府の抑制策により減り続け、県の国民年金平均月額は約5万6千円(全国19位)。厚生年金(1号)は12万1840円（全国44位）。さらに、国民健康保険料、後期高齢者医療保険料、介護保険料などが天引きされます。消費税増税が低所得者に負担を強いています。

〇介護保険料・利用料の負担は限界に来ています。保険財政維持を理由に給付を抑制する「自立支援介護」の強行など制度の根幹を覆す改悪は許されません。介護保険への国庫負担の引き上げを求めるとともに、施設、在宅サービスの充実、介護従事者の処遇改善と確保を図ります。

〇コロナ対応に迫られてきた高齢者施設、児童福祉施設、障がい者施設の入所、就労支援事業所などの支援強化を図ります。

〇自宅の家族介護者・介助者・保護者が新型コロナウィルスの感染によって陽性になり入院等の措置がとられた場合でも、要配慮者を施設などに預けられる制度を整えます。

〇生活保護はコロナ禍で生存補償するためにも切り下げはやめ、扶助費をあげるよう求めるとともに、相談者に寄り添った窓口対応を図ります。

〇「福祉灯油」の継続・充実をすすめます。国に制度創設を求めます。

〇福祉事務所の業務を民間に委託しません。

〇加齢性難聴に補聴器の助成制度を創設します。認知症にもつながる加齢性難聴者に補聴器の助成やヒアリングループの設置、貸し出しをはじめ「聞こえの支援」を図ります。

３）子育て支援、子どもの貧困対策の充実を

山形県子どもの生活実態調査(平成31年3月)で「どのような子育て・生活支援の充実が必要か（最大5つ）」の問いに「保育料や授業料の負担軽減」（58.9％）「奨学金等の充実」(51.0％) 「子どもの医療費の充実」(48.3％)が大きな割合を占めています。また、いわゆる貧困世帯の子どもの割合は16.0％(全国:13.9%)と高くなっています。母子家庭の母の年間就労収入は、200 万円未満の割合が半数以上を占め(山形県ひとり親家庭実態調査)、ひとり親家庭への支援が求められます。

保育士確保が課題となっています。財政力のある都が独自に保育士の賃金加算を行い、格差が拡大し、保育士が県外に流出しています。保育士自身が結婚して子育てし働き続けられる労働条件・環境整備が必要です。学童保育は、児童の増加にともない、施設の狭隘化、保育士不足、賃金の低さに悩みを深めています。
〇大学、専門学校などの給付制奨学金導入（まず県立）や、県の「返還支援奨学金」の充実を図ります。

〇子どもの医療費助成について、国の制度確立を求めるとともに県制度の拡充を図ります。

〇保育所の入所待機児童の解消をめざし、保育士の確保、処遇改善を図ります。全ての保育施設で保育の維持向上を進めます。

〇学童保育(放課後児童クラブ)について引き続き適正規模への分離、新設を支援し、支援員の処遇改善を図るとともに、父母負担軽減を図ります。

〇ひとり親家庭支援を含め、子どもの貧困対策を進めます。（関係機関、市町村と連携した相談から自立支援、就労支援まで）

〇学校給食の無償化、私立学校の授業料助成、給付型奨学金の拡充など教育費の負担軽減を図ります。

〇子ども食堂、フードバンク（食料支援）や学習支援など、民間団体や市町村を支援しともに取り組みます。

〇ひきこもり支援　相談・居場所づくり、訪問支援の充実が望まれています。県として施策を進める体制構築と市町村や民間を含めた連携を図ります。（ブロックごとの地域支援センター設置など）

〇マタハラは許しません。

〇育児休業制度は、所得保障を100％、分割取得可能とし、昇進・昇格や賞与、退職金の算定の際、育児休業期間を“労務を提供しなかった期間”として不利益な取り扱いをさせない改善を国に求めます。育休取得要件を有期雇用もふくめ6カ月以上勤続している労働者すべてに対象を拡大します。代替要員確保の助成金の増額や助成期間の延長など中小企業への支援を充実します。

〇難病支援策については、ヘルパー利用に対する市町村の施策を県が支援します。夜間の実施を確保、自宅療養時に痰吸引ができるヘルパーの３号研修を支援します。意思伝達装置の利用が適切な時期に開始されるよう、周知します。家族のレスパイトを確保するサービスを拡充します。レスパイト入院を実施する医療機関に財政面等支援をします。ＫＩＮＴシステム（医療難病タクシー）充実のための支援を強化します。県患者・家族会の活動への支援を強め、特に活動の周知を支援します。

４）発達障害者支援策の前進を

発達障がい者支援は、関係各省庁にまたがり、県の担当も各部局にまたがっているのが現状です。健康福祉部に全体を管轄する担当を置き、医療・福祉・教育部門等での統一した支援をすすめることが求められます。見えない障がいであることから、各種サービスが適切に利用されなかったり、実施が不適切になったりしています。

〇発達障がいについての知識の普及・啓発を進めます。行政のあらゆる部署で理解を深め、各施策に活かします。
〇圧倒的に不足している発達障がいの専門的知見を持った医師の確保を計画的にすすめます。同医師の診療を支援する施策を拡充すること。知見を他の医療機関や関係機関に活かすための研修会・指導等への支援を強化します。

〇発達障がい者支援センターの機能を質・量共に発展させ、関係機関のネットワーク形成・強化の役割を十分果たします。

〇１人ひとりの特性に合った就労移行訓練や職業訓練、ジョブコーチの活用等就職後のフォローアップの充実を図り、企業等に発達障害の雇用についての理解を広げ、マッチング支援等を充実させます。

〇発達障がい児は、学校・福祉施設等関係機関の職員に障がいへの理解と適切な対処について十分な研修を実施します。

〇学校教育の特別支援教育支援員配置を拡充します。

〇保育・学童保育で人員配置加算を充実します。

〇市町村が行っている乳幼児から学齢期までの巡回指導を充実させます。5歳児検診の実施を図ります。

〇全ての高校で障がいの特性に応じた就労支援の取り組みをおこなっている霞城学園高校・山添高校と同等の取り組みを実施し、事業や施設の名称・すすめ方等において自尊感情に配慮します。

〇高校に通いながら福祉の支援施策を利用できるようにします。

〇高校生までの施策（教育・福祉・医療に渡る）の不十分さが卒業後の職業生活等に困難をもたらしています。卒業後の状況の把握に努めて、高校段階までの取り組みを再検討します。

５）ひきこもり対策を

経緯はさまざまですが、背景に過度の競争教育、長時間・過密労働、職場におけるストレスの増大、弱者たたきの風潮や、格差と貧困の拡大など、日本社会の矛盾があります。孤立状態にある人や家族の相談にのり、訪問・ケア・就労援助など、社会的支援の体制を構築していくことが必要です。

〇市を中心に地域毎に、行政を始めとした支援機関・支援者のネットワークの組織と連携を強化します。そのために、県自立支援センター「すだち」と各保健所の機能を強化し、庄内に県自立支援センターの支所を設けます。

〇市町村及び民間の支援機関の、訪問を始めとする相談支援の抜本的拡充と各種「居場所」の設置・運営等のために、財政面を始めとして支援を強化します。

６）県政にジェンダー視点を

日本社会の根深い男女差別、女性の人権が尊重されない異常さが各分野で次々に噴き出しています。相次ぐセクハラ事件や医学部入試の女性差別に、女性の怒りは大きく高まり、運動が広がりました。女性の6割近くが非正規雇用、男女賃金格差などの職場の女性差別が横行しています。コロナ禍では、女性の就業者が大きく減少したとされ、家事育児の負担が増しました。
〇県政の施策や目標、意思決定に関わる場に女性を含め、多様な県民参加を図ります。

〇女性への暴力の根絶、DV被害対策の強化（児童虐待も含め）、相談支援体制を強化します。

〇全ての人の性的人権（LGBT）、性自認(SOGI)の尊重し、人権を守ります。(行政や教育機関の発信)

〇家庭、職場、社会における男女平等の啓発、推進を図ります(県計画の推進)、とりわけ雇用における女性労働者に多い低賃金、非正規労働者の底上げ、ワークライフバランスの推進を国・企業にも働きかけます。

７）学力偏重・過度の競争をやめ、子どもの人間的成長のための教育を

日本が批准する子どもの権利条約に基づいて、2019年2月、国連子どもの権利委員会は、日本政府の定期報告書に対する最終所見（勧告）を行いました。勧告では、過度な競争主義が子どもらしく生きる時間を奪っているという厳しい指摘が再度にわたって行なわれました。この指摘の通り、県内でも学力テストの競争が激化する中で、子どもの人権が大切にされず、子どもたちの自殺、いじめ、不登校など子どもの発達・権利が損なわれる異常事態が広がっています。
教育現場では、学力テスト対策の報告、学力向上対策会議や研修会の参加が求められ、教師の多忙化に拍車をかけています。

県議会自民党は代表質問で学力向上として「子どもたちがもっと切磋琢磨する環境が…必要」と質問し子どもたちの競争を煽りました。学力テストで上位とされる福井県では、中2男子生徒が校舎から飛び降り自殺するという痛ましい事件が起こり、議会で「学力を求めるがあまり…教員が本来の公教育のあり方が見失われてきたのか検証する必要がある。…命を守ることを最優先とし『教育のあり方』の再考を」との意見書が賛成多数で可決しました。
いま、教育現場では、子どもたち・父母・教員に過度な競争主義的環境、多忙化が押し付けられ、教員から「子どもと接する時間」と「授業の準備と教材研究の時間」を奪い、子どもたちから「学ぶ意欲」「遊びや休憩の時間」を奪い、本来の教育の目的を見失いかねない状況となっています。塾に要する費用も増大し、親の経済格差が子どもの教育格差を生む状況も生まれ始めています。
　「2019年勧告」は、「社会の競争的な性格により子ども時代の発達が阻害」されていることを指摘していますが、社会保障、産業・雇用政策などあらゆる分野で自己責任を求め、競争主義を進める政治が、教育政策を歪めていると言うことに他なりません。
大人が社会のあり方と一体に教育のあり方を考え、教職員は子どもの発達を最大の使命とする教育目標と、何よりも子どもの命を最優先に守るその保障となる人員体制の充実が求められています。
〇少人数学級編制をさらに進めます。

〇子どもの権利条約の理念や精神を活かした教育環境の整備を図ります。学力偏重、過度な競争はやめ、子どもの人間的成長を教育の基本理念にすえます。県学力テストは中止します。全国学力テストについては中止、せめて抽出とするよう国に要請します。

〇学校におけるいじめ、不登校の解決に努めるとともに、教員に加えてスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーなどの配置、充実を図ります。

〇保護者、住民合意のない、一方的な学校統廃合は行いません。小中校一貫校については、住民の理解と合意、子どもの成長の観点を大事にし、一方的な推進はしません。

〇中高一貫校の設置拡大は受験競争を小学校に持ち込むものであり、どの子にも行き届いた教育をめざす立場から再検討を行います。
〇図書館の公的運営の充実を図り、指定管理者制度は導入しません。地元書店からの図書の購入を進めます。

〇学校教育におけるICT導入にあたっては、児童生徒に対する体や心への悪影響、家庭環境によるデジタル格差を引き起こさないように配慮し、支援策を実施します。教育現場の教員への負担や、自治体負担が増えないよう国への要請を含めて対策を実施します。

○「教育の機会確保に関する法律」の趣旨に沿って、不登校の児童生徒に教育を保障する対策を抜本的に強化すること。そのため、市町村の教育支援センター（適応指導教室）への支援をおこなって活動の質・量ともの充実を図り、「学校復帰のみを目的とせず、子どもの自立に資する支援」を進めます。　

〇私立学校一般補助金の充実を図ります。

第2の提案―地域の力を生かす産業振興の活性化―農林水産業・地元商工業の振興・人間らしく働ける労働環境を

１）農林水産業の新たな振興対策を
安倍政権の７年半に、ＴＰＰ１１、日欧ＥＰＡ、日米貿易協定合意など際限の無い市場開放、米の所得補償・減反政策の廃止、主要農産物種子法廃止、農協攻撃等々、農業破壊と食料主権を放棄する農政が強行され、本県農業にも重大な打撃となりました。

　減反制度廃止で、本県では全国で5番目に多い37．6億円の直接支払い交付金が廃止されました。

　TPPでは製材や集成材などの関税引き下げ（8年後に撤廃）もおこなわれるなど、本県の掲げるモリノミクス推進にも大きな障害がつくられました。

国連が定めた「家族農業の10年」がコロナ禍の下でいよいよ重要性を増しています。効率一辺倒で市場競争に委ね、輸入自由化を進める農林漁業政策の抜本的転換を政府に求めながら、家族農業・小規模経営に対する支援策、安全・安心を理念とする農業の推進に本県としても最大限の力を尽くしていかなくてはなりません。

この間、本県が主要農産物種子法廃止に対し全国４番目に条例を制定させたことは高く評価できるものです。

　コロナ禍の下で、肉用牛経営安定資金、水産物流通経費緊急支援、5年間無利子・無保証の融資創設などをおこなったことも、苦境にあえぐ生産者を支援する施策として重要です。

　新規就農者が増加していることも県の施策の成果と言えます。

〇米過剰在庫を緊急に買い上げ、米価暴落を回避する対策を政府に求めます。

〇持続化給付金も1回に限らないようにするなど、生産者、卸業者・仲卸業者等関係者への直接支援策を抜本的に強化します。

〇高収益作物次期作支援交付金について、制度の趣旨を根底から覆す運用変更を止め、申請者全てに交付できる予算措置を求めます。

〇農林水産業を地域経済の柱に位置づけて、積極的な生産額増加・自給率向上目標を立てます。学校・病院・福祉施設を始め地産地消を推進します。

○戸別所得補償を復活させ、作物毎の生産費に見合った価格保障と所得補償の創設を政府に求めます。県としても施策を検討します。

○米直接支払交付金を元の水準（10㌃１万5000円）に戻して価格変動支払いも復活します。需給調整に責任を果たすことを政府に求めます。

○種苗法「改正」に反対します。

○農薬の規制緩和に反対、安全・安心を農業の基本理念として徹底し、有機農業に力を入れます。

○家族農業・小規模経営を支える施策を充実させ、親元就農支援を進めます。

○中山間地の農業に、営農と暮らしの両面から特別な支援を行います。

○新規就農者支援を強化し、親元就農、定住者・移住者、定年帰農者なども含めて支援策を強化します。就農希望者を雇用する大規模経営や団体なども支援します。

○クマ、イノシシを始め有害鳥獣被害対策を強化し、地域への専門的指導・支援を強化します。

○農業高校及び水産高校の設備更新、寮の設置など、教育条件整備を進めます。

○新規漁業就業者総合支援事業の充実･改善など、新規漁業就業者支援策を強化します。国に新規漁業就業者支援の拡充を求めます。

○クロマグロなどの漁獲削割り当てでは、大中巻網漁など大量漁獲の漁船への規制をつよめ、沿岸漁業の操業を優先します。

○公選制を廃止した海区漁業調整委員の選出に漁業者の意見を十分反映させます。

○ＥＥＺ内の大和堆での北朝鮮・中国漁船の違法操業の排除と、我が国漁船の操業の安全確保など、水産をめぐる主権の擁護と漁民の権利を守ります。

○公共建築物の木造・木質化の推進、土木事業での県産材の利用を広げること。民間施設・住宅等での利用支援を強めます。

○「30年まで食料自給率45％」の達成について、2021年度から年次目標を定めて推進します。

２）県経済の柱として中小業者の振興を
　グローバル化など、大企業本位の産業政策によって、本県地域経済も深刻な疲弊が深まっています。

　県も言う通り、農業と並ぶ本県経済の柱は中小商工業であり、各種の協同組合などと共に多くの雇用を担い、地域社会の様々な活動の担い手ともなっています。

　本県のスーパートータルサポート補助金は、多くの中小企業に活用される先進的な施策となっています。

　新型コロナ対策でも、事業所の対応を直接支援する新生活様式補助金、無利子・無担保・無保証融資が歓迎されています。

○スーパートータルサポート補助金を拡充、企業の将来展望も一緒に考える伴走型のトータルな支援を強めます。

○小規模企業の振興策を探求し、充実させます。小規模事業関係者の声をよく聞き施策に活かします。

○中小企業の実態調査に取り組み、ニーズにあった支援策を充実させます。

○住宅リフォーム制度を充実し、住宅や民間事業所などでの県産材活用支援策を強化します。

○農商工連携への支援を強めます。

３）雇用確保と労働条件改善をめざして

　この間の最低賃金改定でも、本県と大都市との賃金格差は一層進行しています。低賃金による人手不足と離職の悪循環は、商工業振興の足かせともなり、人口流出の要因ともなっています。

　更に、コロナ禍で解雇・雇い止め等、雇用の縮小の危険が増大しており、雇用と権利の確保対策及び雇用を創出する対策が緊急課題となっています。

　本県が中小企業支援の拡充と合わせた最低賃金引き上げ・全国一律最低賃金制度実現を政府に求め、正社員化・処遇改善奨励金に取り組んでいることは、県民に歓迎され、全国的にも先進的なものとして注目されています。一層の発展が期待されます。

　また、吉村知事が全国知事会男女共同参画プロジェクトリーダーとして打ち出した提言には、雇用の面でも貴重な内容が盛り込まれており、本県に於いての更なる推進が期待されています。

○県が産業界・労働界等と協調して「リストラ・雇い止め防止宣言（仮称）」をおこない、雇用危機を起こさないためにあらゆる施策を総動員する政治姿勢を示します。政府にもそういう宣言を求めます。

○労働局と連携して、労働相談活動の強化、使用者に対する労働法令の周知・啓発、高校生・大学生等への労働条件に関わる法令・制度の教育充実などを進めます。労働条件改善に努める事業所への支援策を拡充します。

○県として、基金を造成するなどして、医療・福祉、教育を始めとした分野で雇用を創出する事業をおこないます。

○正社員化・処遇改善奨励金を拡充します。

○ジェンダー平等の理念に基づく雇用確保・労働条件改善策を推進します。

○障がい者の就労訓練と就業後の支援策の改善、障がい者雇用への理解促進と職場の確保・拡大策を進め、法定雇用率を上回る雇用を実現します。

第３の提案　多発する自然災害から県民を守る、公共事業は県民の安全と生
活を守ることを重点に
豪雪地帯にありながら自然災害が比較的少ないと言われてきた山形県ですが、日本海沖地震に続いて県内各地で毎年のように水害に見舞われるなど、自然災害が多発しています。
地震や火山噴火などとともに、異常気象による自然災害そなえ、防災・減災対策を促進し、災害に強いまちづくりをすすめるとともに、災害時に住民の命を守る地域の医療・福祉のネットワークを強化し、消防・自治体の人員確保を含め体制強化をはかることが急務です。
防災対策は、災害が発生した後の応急対策や復旧・復興対策だけでなく、災害の発生を抑え、被害の拡大を防止するための予防対策を重視した対策が必要です。近年、雨の降り方が局地化・集中化・激甚化しています。ダムに貯水して洪水を調整するダム頼みの治水対策のあり方を根本的に見直すべきときに来ています。水害・洪水対策は、堆積砂礫や支障木のこまめな撤去などの維持管理を徹底しながら、河川堤防や河道を修繕・改修するなど流域全体で対策を講じる「流域治水」を重視すべきです。
１）被災者支援、ハザードマップの改善をはかります
〇被災者生活再建支援法の適用を国に求めます。全壊世帯に500万円、半壊世帯に支援金を支給するなど同法の更なる拡充を求めます。
〇全壊・半壊に県災害見舞金の増額支給を行い、一部損壊に県独自の支援制度を創設します。財源は特別交付税措置などで国に求めます。
〇市町村と連携し、避難所を人間らしい生活の維持とプライバシーが守られる住環境とするよう努めます。特に高齢者・障がい者が避難生活を維持できるよう環境整備を重視します。
〇市町村による、洪水予報や避難指示、避難誘導に重要な、ハザードマップの作成が進んでいますが、分かりにくく使い勝手が悪いと指摘されています。分かりやすく緊急時に役立つハザードマップ策定を支援します。
〇市町村の「内水ハザードマップ」策定支援を行うとともに、頻発化する豪雨による都市計画区域内と宅地開発地域における抜本的な浸水対策を支援します。
２）水害対策と河川の維持管理を強化します
〇2020年7月、最上川で計画を上回る洪水が発生しました。堤防を超える洪水でも破堤しない対策の早急な実施を国に求めます。国交省が定めた最上川の整備計画実施が大幅に遅れていることから、河道掘削や支障木撤去を含め、来年以降の洪水時期に備え対策と維持管理を急ぐよう国に求めます。
〇須川、最上川流域と鶴岡市の赤川流域で大規模な内水被害が繰り返し発生しています。国による内水対策の強化をもとめるとともに、県としても市町村と協力して、排水ポンプ車の増強など内水対策を強化し、至急実施します。
〇最上川からのバックウォーターが発生する県管理河川の、必要な区間の堤防嵩上げなどの対策を至急実施します。
〇河川整備計画のない知事管理河川でも、再三越水被害を出しています。河川整備計画を急いで策定し計画的な整備を行います。庄内地方の２級河川の整備計画を急ぎます。
〇すべての県管理河川の支障木撤去、浚渫など、維持管理を継続的に徹底します。国管理区間の河川も同様に維持管理を徹底するよう要請するとともに、そのための国・県の予算確保を国に求めます。
３）土砂災害、崖崩れ対策、豪雪対策を進めます
〇現行の急傾斜地・地すべり対策制度の対象とならない土砂崩れは、県や市町村と連携を強化し、住民が安心できるように柔軟に対応するとともに、国に制度拡充を求めます。
〇急傾斜地指定になっている個所でも、予算不足から対策は遅々としてすすんでいないのが現状です。地域の安全・安心の確保の観点から、緊急性に応じた対策を早急に実施します。
〇豪雪地の排雪対策を強化し、高齢者等の除雪・排雪支援体制を整備します。市町村と協力して排雪溝・流雪溝の整備を進めます。
４）防災の街づくり、施設の耐震化に取り組みます
〇開発行為、福祉施設の安全な立地など、防災を重視した街づくりを進めます。
〇福祉、教育施設の耐震化100%を急ぎ、中小規模の集客施設、個人住宅の耐震診断と耐震補強を推進します。
５）公共事業と入札制度を改善します
〇大規模開発事業優先から、住民生活密着・地域循環型の公共事業へ切り替えます。　
〇県民のいのち・安全を守るための身近な防災・減災対策事業を優先します。
〇公平で公正な公共事業入札が行われるよう、入札制度と運用の改善に取り組みます。
６）住民の足を確保する公共交通を充実します
〇国と地方公共団体、事業者等の責任と共同により、地域公共交通を維持するために必要な財源を確保します。
〇市町村の運転免許返納者への支援に、県としても応援し支援策を拡充します。
〇交通弱者を対象にした市町村の地域公共交通対策を支援します。
〇奥羽・羽越新幹線のフル規格化については並行在来線の存廃、建設費用、地元負担、既存交通の影響の徹底した議論を求めます
〇通学路の安全対策を緊急に実施します。
７）再生可能エネルギー利用を推進します
○「県民が計画し、出資し、利益を受け取る」県民参加型事業の制度を創設します。農林水産業の振興と結んだ再生可能エネルギー事業の推進に努めます。地元金融機関の融資制度の拡充、地元企業の積極的参加について関係業界に働きかけます。
○再生可能エネルギーの推進にあたっては、自然環境の影響を十分に調査し、事業構想の説明と情報開示、地域の合意形成に努めます。
○県内企業への(研究・開発支援、ニーズ調査、企画、販路拡大までの)トータルな支援について、再生可能エネルギー分野の拡充（上乗せ）をおこない、県の研究機関の取り組みを強化します。
○原発を直ちに廃止し、再生可能エネルギーへの支援を抜本的に強化することを国に求めます。
第4の提案―「非核・平和県宣言」を、核兵器禁止条約の批准を国に求める

　核兵器禁止条約の批准国が50に達し、2021年1月の発効が確定しました。核兵器の開発、実験、生産、保有から使用と威嚇までを違法化し、核兵器に「悪の烙印(らくいん)」を押す画期的な国際条約です。

　日本共産党は、被爆者をはじめとする「核なき世界」を求める世界の声が結実した巨大な一歩を、心から歓迎するものです。

　しかし政府が、これに背を向けていることは、唯一の戦争被爆国としてきわめて恥ずべきことといわねばなりません。ノーベル平和賞を受賞した、核兵器廃絶国際キャンペーン（ＩＣＡＮ）のベアトリス・フィン事務局長は、「日本が（核兵器禁止条約に）加われば、世界にとてつもない衝撃を与える。その決断は、核保有国の姿勢を擁護している他の国々が核兵器を拒絶する引き金になる」と述べています。

　県として日本政府が核兵器禁止条約に署名・批准を行うよう強く求めます。「非核・平和県宣言」を定め、全世界と全国の核兵器禁止をめざす運動をともに進めます。

〇憲法を守り憲法違反の安保法制の廃止、立憲主義を取り戻す立場を明確にして、「非核・平和県宣言」を行い、県として平和事業に取り組みます

　自民党は現行憲法の平和主義、国民主権、基本的人権を根底から覆し、立憲主義を破壊する「自民党改憲案」をベースにした改憲をねらっています。それを許さない国民的たたかいを広げることが急務です。「自公政権のもとでの憲法改悪は許さない」この一点での共同のたたかいを発展させることに県民をあげて取り組むことを呼びかけます。また、菅内閣による学術会議の6人の任命拒否は「学問の自由」（憲法23条）を脅し、国民の自由を脅かす一人一人の国民にとって見過ごすことのできない重大問題です。

〇自公政権のもとでの憲法改悪は許さず、憲法25条はじめ憲法の理念を生かす県政にします。
〇違憲、違法の日本学術会議の6人の任命拒否を撤回し、直ちに任命するよう国に求めます。

第5の提案―県民の声にもとづく開かれた県政の発展を

　首相の諮問機関である「地方制度調査会」は、2020年6月26日「地方行政体制のあり方」に関する答申を出しましたが、その趣旨は、総務省の「自治体戦略2040構想」を具体化して、① ＡＩなどデジタル技術を活用した自治体職員の半減化、②地方自治体の福祉からの撤退と住民への「自己責任」のおしつけ、③「圏域化」による市町村の公務公共サービスの統廃合など、地方自治を破壊する施策を新しい自治体像としておしつけるものとなっています。このなかで、問題の多い「行政のデジタル化」が、すでに2021年度山形県予算編成の「特別枠」とされるなど、今後の県政運営への影響が懸念されます。

　コロナ禍で明らかになった諸矛盾のなか、住民にとって身近な行政である地方自治体が、｢住民福祉の機関」「住民自治の組織｣としてはたす役割は、ますます重要になっています。

　日本共産党は”地方壊し”と地方自治の締めつけの政治を転換し、憲法がうたう「地方自治の本旨」に基づく地方自治体の自主性と、住民が主人公として尊重される地方自治の発揮が保障されるように全力でがんばります。

１）「県民が主人公」の地方自治の充実

〇広域事務、連絡調整事務、市町村への補完・支援、国政への意見発信など、県の広域自治体としての役割及び機能を充実させます。

〇住民サービス・公共施設の「集約化」のおしつけに反対し、現在の市町村に、住民に身近なサービスの充実と地域の活性化のための役割を発揮させます。

〇公務労働における非正規雇用職員の「使い捨て雇用｣をやめ、会計年度任用職員などの非正規職員の賃金はじめ労働条件を正規職員との均等待遇をはかります。

〇広域連合や行政機関等の共同設置、一部事務組合、事務委託制度、連携中枢都市などにより、市町村の機能を低下させ、住民自治、団体自治を空洞化させないようにします。複数の市区町村が連携して事務を行う場合、参加する各市区町村の対等・平等を保障するとともに、住民の意見を反映して、民主的な運営が行われるようにします。

〇住民の個人情報を行政が一元管理するマイナンバー制度の廃止を国に求めます。

〇県が責任を持って実施すべき公共サービスは、ＮＰＯや企業などに肩代わりをさせません。

２）財政運営

　　新型コロナ禍の影響で、2020年度以降の地方税の減収が懸念される一方、新たなパンデミックによる財政需要発生にも備える必要があります。新型コロナ対策は、政府の予算措置が不十分であっても、自治体としては機動的に対応する必要があり、住民生活と地域経済の守り手としての真価が問われることになります。大幅な税収減のなかでの新型コロナ対策の財政需要増加、職員体制強化要請に対応できる地方一般財源総額の確保拡充を行うことを国に求めながら、財政調整基金や減債基金の取り崩し、既存事業の減額組み換えや先送りなども検討し、必要な一般財源を確保するように努めます。

〇緊急包括支援金、地方創生臨時交付金など国の財政措置を活用して感染拡大に歯止めをかける、住民の命と雇用、生活を守り、地域の社会経済活動を支えます。

〇県民の福祉を増進し、地方自治の拡充を図るために、県財政の実態や県民のおかれた実情に基づいて、国に対し、県や市町村が自由に使える一般財源を保障し、自治体間の財源格差を是正することで地方財政の拡充することなど地方財政運営の改善を国に求めます。

〇病院会計、国民健康保険、介護保険会計について、独立採算制を優先することで公共サービスの低下や県民負担増が起こらないように、一般会計からの繰り入れなどの支援を行います。

〇税金や負担金等の滞納徴収にあたっては、過度な徴収強化や滞納整理を行わないようにします。

３）行政のデジタル化

　デジタル技術は、住民福祉の増進を図り、自治体職員が「全体の奉仕者」(憲法第15条２項)の役割を発揮でき、職員の労働負担を軽減することを目的に活用するべきです。デジタル技術に便乗した公務公共サービスの切り捨て、住民の基本的人権の侵害、自治体職員の削減は行わないようにすべきです。

　デジタル技術の導入については、県民の実情や要望をふまえて、導入の是非、導入する場合の範囲や条件、利用するシステムなどについて、国の基準にとらわれず自主的に決めるようにすることが肝要です。

〇国には、デジタル技術の導入を強要・誘導しないこと、デジタル化にあたって自治体の業務を国の定める「標準」に一律に合わせるよう強要しないこと、特定のＡＩシステムを複数の自治体が共同で利用することを強要するなど、地方自治への介入は行わないよう求めます。

〇業務にデジタル技術を導入する場合でも、業務処理の内容が住民福祉の増進の目的に沿ったものであるかどうかを自治体の職員が日常的にチェックできる体制を確保します。

〇デジタルのシステム開発や変更、メンテナンスについても、民間企業や外部の人材任せにするのでなく、責任を持つ自治体の職員が自ら管理・チェックできる体制を確保します。

〇デジタルのシステムが災害やトラブルなどによって機能しなくなった時に、自治体の職員が即時に対応できるシステム・体制を整備・確保します。

４）県民の知る権利を守る、開かれた民主的な県政

　国民の基本的人権である「知る権利」の観点から、県が保有する情報については、「公開」が原則であり、非開示とすることができるのは、個人情報保護に反する場合などに限定されるべきです。現行の県の情報公開制度を拡充させ、住民に分りやすい財務会計制度・予算・決算の民主化、情報公開を行い、住民参加の仕組みを充実することが求められます。

〇公文書を適正に管理・保存し、住民がいつでも閲覧できるようにします。

〇住民の個人情報を保護する立場から、住民の個人情報を本人の同意なしに他の行政機関や企業等に提供しません。国に対し、個人情報保護条例における保護規制の緩和を求めるなどの介入を行わないよう求めます。

〇現在の情報公開条例の「不開示情報」にできる条件を見直し、厳格に運用します。

【３、県民が主人公のあたたかい県政の発展か県民に冷たい自民党県政の復活を許すのか―県知事選で問われる争点】
１）私たちが目指す県政の基本目標
2021年1月７日告示・24日投票の予定でおこなわれる山形県知事選挙では、新型コロナ禍から県民の命とくらしを守る県政、「超高齢化と人口減少」社会にあってだれもが安心して住み続けられる地域と山形県を実現する県政を、どうつくるかが問われます。
さらに、コロナ禍後に予想される県政運営の複雑さと困難さのもとで、知事には県民の命とくらしを守る県政運営を貫く高い品性と見識が求められます。
人口減少はじめ地域の様々な困難や問題の原因は、東京一極集中による人口流出、非正規労働者と不安定雇用が増える労働強化の進行、消費税増税をはじめ国民の負担増と社会保障予算の削減など、長年の自公政権によって進められてきた国の地域破壊政策の責任ではないでしょうか。
今回の山形県知事選挙は、自公政権によるコロナ対策の無為無策と、あらゆる分野の国民生活と平和が脅かされるもとで、県民が結束して国政の転換を求め、国の悪政から県民のくらしと福祉を守る県政を前進させるための大切な選挙です。
山形県政が、住民にとって身近な行政である市町村と協力して、｢住民福祉の機関」「住民自治の組織｣としての役割をはたすための基本目標は次のとおりです。
①憲法守り、平和的・民主的条項を県政に生かす、県民が主人公の県政．
②新型コロナ禍から県民のいのちと暮らしを守り、住み続けられる県土づくり、希望ある山形県をめざす県政．　
③福祉、医療、教育に対する国と県の公的責任を明確にし、国に財政保障と制度の改善をせまり、県民福祉優先の県政．
④「再生可能エネルギー」利用の普及をすすめ、災害から県民の命と財産を守り、農業振興、中小企業支援など、地域に根ざした産業振興をはかる県政． 
２）コロナ禍のなか、理念なき・思いつき政策－大内理加氏の知事選公約　
　知事選に自民党推薦で立候補を予定している大内理加氏は、10月22日に山形市内で記者会見を行ない、自らの公約を発表しました。
　大内氏は「コロナ後の目指す姿は『選ばれる山形』豊かな山形県にして、地方分散の受け皿になりたい」と語ったと報道されています。（山形新聞10月23日）　
　しかし、今まさに新型コロナの感染者が全国的に増え続け、明らかに第３波の感染拡大が広がっているときに、新型コロナ感染から県民の命とくらしを守る県政方針を抜きに、「コロナ後」を語る無神経さには、その良識を疑いたくなります。
　また『選ばれる山形』が何を意図したのか、詳しいことは分かりませんが、「誰から、何を選ばれる」のでしょうか。観光や移住・移転など、東京や県外からの住民の移動や事業所・工場移転頼みで地域の活性化が図られるのでしょうか。
　コロナ禍は、東京一極集中のリスクと大都市の脆弱性をあぶりだし、今年度上半期の首都圏の転入増加は一時的に低下しています。安倍政権の地方創生は東京一極集中の是正を掲げましたが、失敗に終わっています。そのことの反省とともに、問われるのは、山形県の良さを生かした地域経済・地域社会を持続発展させる県政のあり方です。
　発表された大内氏の知事選公約の柱は、別項のとおりですが、その中身の薄さは目に余るものがあります。
　人口減少にどう対応するかは重要な課題であり、高齢化社会にあって出生率を上げることは大切ですが、「出生世帯に定額給付金制度を創設」することで出生率は上がるのでしょうか。すでに多くの方が指摘しているように、少子化が進んだ原因は「仕事と育児の両立困難」「子育て環境が未整備」「経済的理由」などであり、雇用を不安定にしたうえ労働強化を行い、国民負担を引き上げ、社会保障予算を削減してきた自公政権の責任です。
　その反省の上に立って、子育て環境の改善とともに、人間らしく働ける労働のルール確立を追求するべきです。
　「県庁移転」や「博物館、武道館整備」も、公共施設の維持管理と長寿命化が課題になっているとき、箱物建設の公共事業を政策の柱にする旧態依然の感覚の表れでしかありません。
　大内理加氏はかつて県議会で、子供たちの学力向上の名のもとに競争をあおる主張を行っていますが、「中高一貫校の設置拡大」は受験競争を小学校まで拡大することであり、再検討が求められる政策です。
水害対策に即効果がある最上川本川の河道掘削すら、国交省が自ら決めた計画の数％しか進んでいません。こうした遅れの原因は、住民の安全よりも、不要不急の大型公共事業を優先した自公政権によるゆがんだ公共事業の結果です。多発する自然災害から住民の安全を守るために、緊急に必要な多くの防災対策こそ優先すべきです。
　選挙目当ての思い付き政策しか打ち出せない、政権与党が推薦する候補者に、県政を語る資格はないと言えるでしょう。
＜大内理加氏の知事選公約の柱＞2020年10月22日


私は実現します、選ばれる山形へ


①出生世帯に定額給付金制度を創設


第1子30万円　第２子50万円　第３子以降100万円


②県庁の山形市中心部への移転


③県こども医療療育センターの初診待ち期間短縮


④最上川流域の治水対策と県管理河川の整備予算増額


⑤農家の収入保険の初年度掛け金を県独自で負担


⑥県立博物館や県武道館など文化スポーツ施設の再整備


⑦中高一貫校の設置拡大


⑧山形新幹線米沢－福島間のトンネル整備の早期事業化
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